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2018 連合島根春季生活闘争方針 

はじめに 

１．「経済の自律的成長」「包摂的な社会の構築」「人的投資の促進」「ディーセント・

ワークの実現」をめざす 

2018 春季生活闘争は、「総合生活改善闘争」の位置づけのもと、国民生活の維

持・向上をはかるため、労働組合が社会・経済の構造的な問題解決をはかる「け

ん引役」を果たす闘争である。 

日本はすでに超少子高齢化・人口減少社会に突入しており、労働力の不足は不

可避かつ継続的な前提である。加えて、第 4 次産業革命などをはじめとする技術

革新の加速化など、予測の困難な変化が待ち受けている。 

このような状況にあっても社会や経済を自律的かつ持続的に成長させるため

には、多様な「人財」の活躍とそれを互いに許容する「包摂的な社会の構築」が

不可欠である。「人財」たるべき労働者はそれぞれの状況もニーズも多様であり、

チームワークや暗黙知を活用する日本型経営の強みを発揮する中で活躍しても

らうためには、個々人の状況やニーズに合った働き方が選択でき、かつ、加速度

的に進む技術革新に対応して生産性を向上させ、それに見合った処遇が確保でき

るようにすること、換言すれば「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間ら

しい仕事）」の実現が必要であり、それを可能にする「人的投資の促進」は社会

的な課題である。 

２．「底上げ・底支え」「格差是正」と「すべての労働者の立場にたった働き方」の

実現を同時に推し進めよう！ 

「経済の自律的成長」「社会の持続性」を実現するためには、すべての働く者

の「底上げ・底支え」「格差是正」による継続した所得の向上を実現するととも

に、社会保障と税の一体改革の実現の取り組みなどによって将来不安を払拭し、

消費の拡大をはかっていくことが不可欠である。 

加えて、賃金の社会的水準を重視した取り組みを継続するとともに、とりわけ

中小企業労働者や非正規労働者の処遇改善のためにも、「大手追従・大手準拠な

どの構造を転換する運動」「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正

分配」の流れを継続・定着・前進させる取り組みを進めていく。 

なお、それぞれの段階で生み出される付加価値は、健全で安全で働きがいのあ

る職場が基盤にあってこそ生み出されるものである。したがって、2018 春季生活

闘争では、取引の適正化と健全で安全で働きがいのある職場の実現が同時に推し

進められるよう、連合全体で取り組むとともに、社会に向けても発信していく。 

あわせて、正規労働者・非正規労働者を問わず、長時間労働を是正し、個々人

の状況やニーズにあった多様な働き方を選択できる仕組みを整えていくことで、

それぞれの能力を高め、それによって生み出された労働の質的向上分に応じた適

正な処遇を確保していく。 

３．働く者・国民生活の底上げをはかるために果敢に闘おう！ 

わが国における賃金決定メカニズムとしての春季生活闘争の重要性を再認識
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し、社会に広がりを持った運動としていく必要がある。その基盤となるのは、こ

れまで労使で確認してきた生産性三原則であり、「雇用の維持・拡大」「労使の協

力と協議」「成果の公正分配」にもとづいた生産性向上の重要性を、今一度社会

的合意としていかなければならない。 

社会・経済の活力の原動力は人である。付加価値創造の源泉である「働くこと」

の価値を高め、働く者が安心して働き続けられる環境整備こそが政府の役割であ

る。 

労働者を労働力ではなく人として尊重する社会の実現のためには、労働組合自

らが仲間を増やしすべての職場や地域で集団的労使関係を拡大していくことが

重要であり、組織拡大に全力で取り組む。連合・構成組織・地方連合会・単組は

一致団結して、社会の不条理や格差の拡大を許さず、正規・非正規、組織・未組

織を問わず、すべての働く者・国民の生活の底上げをはかるため、『すべての労

働者の立場にたって働き方を見直そう！ 「底上げ・底支え」「格差是正」でク

ラシノソコアゲ！』をスローガンに掲げ、「働くことを軸とする安心社会」の実

現に向けて果敢に闘おう。 

Ⅰ．2018 春季生活闘争を取り巻く情勢 

１．世界経済 

ＩＭＦ世界経済見通し（2017 年 10 月 10 日公表）は、世界全体の成長率見通し

を 2017 年は 3.6％、2018 年は 3.7％とした。アメリカの政策の先行き不透明感、

イギリスのＥＵ離脱に伴う混乱や先進国における賃金の伸び悩みなど、懸念すべ

き点はあるとしながらも、引き続き緩やかな成長を見込んでいる。 

２．日本経済 

日本銀行は「経済・物価情勢の展望（10 月 31 日）」において、基本的見解とし

て次のとおり述べている。 

１）わが国の景気は、所得から支出への前向きの循環メカニズムが働くもとで、

緩やかに拡大している。 

２）先行きのわが国経済は、緩やかな拡大を続けるとみられる。2018 年度まで

の期間を展望すると、国内需要は、きわめて緩和的な金融環境や政府の大

型経済対策による財政支出などを背景に、企業・家計の両部門において所

得から支出への前向きの循環メカニズムが持続するもとで、増加基調をた

どると考えられる。 

 2019 年度については、内需の減速から成長ペースは鈍化するものの、外

需に支えられて、景気拡大が続くと予想される。すなわち、景気拡大局面

の長期化による資本ストックの積み上がりやオリンピック関連需要の一

巡などから、設備投資が減速すると見込まれる。また、家計支出も、下期

には消費税率引き上げの影響から減少に転じると予想される。もっとも、

海外経済の成長を背景とした輸出の増加が景気を下支えするとみられる。 

 以上のもとで、わが国経済は、2018 年度までの期間を中心に、潜在成長

率を上回る成長を続けるとみられる。今回の成長率の見通しを従来の見通

しと比べると、概ね不変である。 

３）消費者物価の前年比はプラス幅を拡大しているが、エネルギー価格の影響

を除くと小幅のプラスにとどまっており、なお弱めの動きが続いている。 
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 先行きの物価を展望すると、消費者物価の前年比は、マクロ的な需給ギ

ャップの改善や中長期的な予想物価上昇率の高まりなどを背景に、プラス

幅の拡大基調を続け、2％に向けて上昇率を高めていくと考えられる。 

３．雇用情勢と賃金の動向 

2017 年 9 月の完全失業率は 2.8％、有効求人倍率は 1.52 倍で、労働力需給は

タイトな状況が続いている。日銀短観の雇用人員判断ＤＩも、産業計は 2013 年、

製造業も 2014 年を境にマイナスに転じて以降、不足の度合いは強まる一方とな

っている。 

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から個別賃金水準の動向をみると、2014

年以降上昇に転じているものの、ピークであった 1997 年の水準にはいまだ到達

していない。労働力需給の逼迫を反映して、短時間労働者の賃金の伸びは一般労

働者を上回っており、足下のパート・アルバイトの平均募集時給も増加傾向が続

いている。 

４．島根における情勢と課題 

（１）日銀短観（2017 年 12 月）で山陰の業況判断をみると、企業の業況判断（全

産業）は、2 四半期振りに改善した（全産業：2017 年 9 月調査＋8→12 月調査

＋11）。全産業の業況判断が「良い」超となるのは、7四半期連続。業種別にみ

ると、製造業の業況判断は、自動車や農機、船舶向けなどの受注増加を主因に、

大幅に改善した（2017 年 9 月調査＋5→12 月調査＋13）。一方、非製造業の業

況判断は、観光関連や建設関連で改善がみられたものの、自動車販売の一時的

な減少と厳しい競争環境などから小売などで悪化した（同＋11→同＋9）。 

業況判断の先行きは、悪化する見通し（全産業：最近＋11→先行き＋6）。業

種別にみると、製造業は自動車や産業機械、建設向けを中心に改善が続く見通

し（同＋13→同＋15）。しかし、非製造業は、幅広い業種で先行きの受注動向

を慎重にみていることに加え、人手不足の影響を懸念していることから、大き

く悪化するかたちとなっている（同＋9→同＋2）。 

主な業種別の生産動向等は次のとおり。 

鉱工業生産を業種別にみると、電気機械は、電子部品・デバイスを中心に、 

スマートフォン・タブレット端末向けや車載向けなどで増加基調にある。鉄鋼 

は、振れはあるものの、自動車向けを中心に緩やかな増加傾向にある。一般機 

械は、海外向けを中心に再び水準を切り上げている。食料品は、全国的に好調 

な観光需要などを背景に、増加している。紙・パルプは、輸入競合品に対する 

競争力を維持しており、高めの水準で推移している。木材・木製品は、持家需 

要の増加に加え、復興需要もあって、足もと水準を切り上げている。一方、繊 

維は緩やかな減少基調にある。 

（以上：日銀松江支店 2017 年 12 月 15 日発表） 

（２）島根県の 2017 年 10 月の「現金給与総額」は、5 人以上事業所においては

239,326 円で、前年同月比 2.0％減（5ヶ月連続の減少）となった。現金給与総

額を就業形態別にみると、一般労働者は 289,038 円で、パートタイム労働者は

95,171 円であった。また 30 人以上事業所では、263,168 円で、前年同月比 1.4％

増（3 ヶ月連続の増加）となった。現金給与総額を就業形態別にみると、一般

労働者は 311,756 円で、パートタイム労働者は 101,738 円であった。 

（以上:島根県統計調査課「毎月勤労統計調査地方調査」2017 年 12 月 27 日発
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表） 

（３）島根県の雇用情勢は、緩やかに改善している。2017 年 11 月の有効求人倍

率は、1.63 倍で前月を 0.01 ポイント上回った。（前年同月比 1.4 ポイント増）。

また、正社員の有効求人倍率は 1.16 倍で、統計開始以降の最高値となった。 

新規学校等卒業者（2018 年 3 月卒業）の高卒職業紹介等状況（2017 年 11 月

末現在）は、就職希望者 1,383 人（うち県内希望者 944 人）に対し、求人倍率

1.96%（内県内 2.87%）と高い求人倍率になっている。11 月末現在の就職内定

者数は 1,223 人（うち県内 811 人）で内定率は 88.4％となり、前年同期を 1.0

ポイント下回っている。県内希望者の内定率についても、85.9％で、前年同期

を 0.9 ポイント下回った。 

（以上：島根労働局 2017 年 12 月 25 日発表） 

（４）2016 年における島根県内の常用労働者 1 人平均の年間総実働労働時間は

1,843 時間と前年から 7時間増加し、全国平均の 1,783 時間を 60 時間上回って

おり、過去 14 年連続して全国平均を上回る状況となっている。 

年次有給休暇の取得状況は平均付与日数 17.6 日に対し、平均取得日数は 8.1

日で、取得率は 48.8％となっている。全国での取得状況は、平均付与日数 18.5

日に対して、平均取得日数は 9.0 日となっており全国平均を下回る状況となっ

ている。 

労働基準関係法令違反については、2016 年度労働基準監督署の定期監督

（1,332 事業場）において全体の 71.5％（953 事業場）で何らかの法令違反が

指摘されている。また、労働者等から労働基準関係法令違反があること申し出

があり、申告として受理した件数は 122 件であり、3 年連続で 120 件台で推移

している。依然として労働者の働き方や健康を管理するための法令が遵守され

ていない状況にあり、過重労働対策や賃金未払い防止などが喫緊の課題となっ

ている。 

(５)連合島根は例年の賃金実態調査とあわせて 10 月に「第４回生活アンケート」 

（回答総数 10,579 名：民間 9,544 名 公務 1,035 名）を実施した。組合員の「景 

況感」や「仕事・暮らし」について、回答からうかがえる特徴的な結果は以下 

のとおりであった。（詳細は資料参照） 

①実労働時間が全体集計の対前年比較では、ほとんど変化が見られないことか 

ら、実労働時間短縮に向けた取り組みと対策の効果は現れていないといわざ 

るを得ない。１年前との比較で「増えた」と感じている人が引き続き 3割近 

くに達する状況が続いていることを考えると、その原因を追究しつつ今後と 

も時短の取り組みが必要である。 

②１年前と比べた組合員本人の賃金収入については、「増えた」と答えた人は微

減傾向が続いている。ただし、「減った」との回答が前々年比では 3.ポイント

程度減少していることから、ベースアップの効果は一定程度現れていると思

われる。「増えた」と感じられない要因としては、ベースアップの一方で可処

分所得が増えていない実態（消費税率・社会保障費・公共料金などのアップ）

があることも考えられる。なお、「減った」との回答には男女間で若干差があ

り、女性は前々年比で 5 ポイント減少しているのが特徴的である。 

③仕事に関する不安・悩み（３つ以内選択）については、今回も 40％近くが「将

来の収入」と回答しており、3 年連続して第１位となった。2 番目に高率であ
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った「毎月の収入の少なさ」を含めて、経済的不安が他の項目を引き離して

依然として大きい。第３位の「勤務先の将来性」は、昨年は 2.8 ポイント下

がったが今回は若干増加し高い水準を維持している。島根の経済状況に明る

い兆しが見えない中で、勤務先の行く末を案じる声が依然として高いことが

証明されたものといえる。 

④世帯全体の年間収支の変化では、全体的には前回調査と比較して大きな変化

は認められない。経年変化を見ると、男女共に若い世代ほど「増えた」との

回答率が高い傾向も変わっていない。人手不足が続いている中で、人材確保

の面から賃上げが若年層に厚く配分されている現状が、この調査でも現れて

いるものと推察できる。一方で、減少傾向にあるとはいえ中・高年層では「減

った」と回答した人が多い状況が続いている。 

⑤暮らし向きについての不安・悩み（３つ以内選択）については、前回調査同

様「資産の少なさ」との回答が約 50％強と突出しており、経年変化をみても

年齢性別を問わず共通した不安･悩みである。これは、各年代に渡って現在の

収入では子どもの教育や老後に備えた資産形成が充分にできていない実態を

表している。第 2 位の「健康への不安」も前回とほぼ同率である。中高年を

中心に自分や家族への健康不安が高率となっているが、高度医療など医療費

が高額に及ぶケースも多く、経済的負担についての不安も背景にあるものと

思われ、共済制度の充実や普及が望まれる。３～５位は「ローンの負担」「子

供の教育」「老後」の不安となっており、約２０％を占めている。いずれも生

活に根付いた切実な問題であり、こうした不安を解消するための運動（賃上

げ、社会保障充実、自主福祉活動の推進）の必要性を確認できる内容である。 

Ⅱ．2018 連合島根春季生活闘争の具体的な展開（基本的な考え方） 

１．基本的な考え方（連合本部方針に準拠） 

（１）「底上げ・底支え」「格差是正」の取り組みの継続 

現時点での日本経済の先行きは、国内・海外要因が相互に影響しつつも、

緩やかな成長が見込まれているが、企業収益が過去最高を記録する中、労働

分配率は低下を続け、実質賃金も横ばいとなっており、個人消費については

若干の上向き感は見られるものの、回復に向けた勢いはみられない。 

ＧＤＰの約 6割を占める個人消費が回復しなければ、労使でめざしてきた

「経済の自律的成長」「経済好循環の実現」という社会的目標は達成され得

ない。 

働く者のモチベーションを維持・向上させていくためには、「人への投資」

が不可欠であり、すべての労使が社会的役割と責任を意識して労働諸条件の

改善をはかることが必要である。 

したがって、2018 春季生活闘争においても、月例賃金の引き上げにこだわ

り、賃金引き上げの流れを継続・定着させるとともに、とりわけ、非正規労

働者の「底上げ・底支え」「格差是正」の実効性を高めるためにも、企業内

最低賃金協定の締結拡大や水準の引き上げ、適用労働者の拡大に取り組み、

法定最低賃金の改善に波及させ、「誰もが時給 1,000 円」の実現をはかるこ

とも不可欠である。あらゆる手段を用いて、個々の企業・職場における「底

上げ・底支え」「格差是正」に構成組織が一丸となった取り組みを継続して

いく。 

こうした観点からも、引き続き、名目賃金の到達目標の実現、ミニマム基



6 

準の確保に取り組む必要がある。その上で賃上げ要求水準は、それぞれの産

業全体の「底上げ・底支え」「格差是正」に寄与する取り組みを強化する観

点から、2％程度を基準とし、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を

含め 4％程度とする。 

（２）「大手追従・大手準拠などの構造を転換する運動」の継続的な取り組み 

１）個別賃金の社会水準確保と相場形成に向けて 

2017 年春季生活闘争における「大手追従・大手準拠などの構造を転換する

運動」は、連合・構成組織・中小組合が一体となった取り組みを行った結果、

「賃上げ分」「定昇相当込み賃上げ」が昨年を超えると同時に、「賃上げ分」

の率が大手を上回る等、中小の主体的な取り組みが見られた。これを今後も

継続・定着させるとともに、さらに前進させていくことが重要である。 

中小組合の賃金引き上げに向けては、賃金実態の把握と賃金制度の確立が

不可欠である。連合「地域ミニマム運動」を通じて、地域における賃金相場

の形成に積極的に参画するとともに、絶対額での水準にこだわり、賃金改定

原資の各賃金項目への配分等に労働組合がこれまで以上に積極的に関わっ

ていくことが必要である。この観点も踏まえ、賃金制度の整備や賃金実態把

握、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）の労使確認など、事前の準備

が重要であることを徹底していくことが必要である。 

２）取引の適正化の推進 

中小企業の賃上げ原資確保には取引の適正化の推進が不可欠であり、「サ

プライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」が必要である。あわ

せて、それぞれの段階で生み出される付加価値は、健全で安全で働きがいの

ある職場が基盤にあってこそ生み出されるものである。取引の適正化と健全

で安全で働きがいのある職場の実現が同時に推し進められるよう、職場労使、

経営者団体とともに社会全体に訴えていく。 

加えて、働く者は同時に消費者でもある。一人ひとりが倫理的な消費行動

を日々実践していくことも持続的な社会に向けた大切な営みであり、消費者

教育の推進とともに、働く者の立場から社会に呼びかけていくことも必要で

ある。 

（３）「すべての労働者の立場にたった働き方」実現への取り組み 

企業の存続に不可欠な「人材の確保・定着」と「人材育成」に向けては、

職場を熟知する労使によって長時間労働の是正をはじめとする働き方を見

つめ直し、安全で健康で持続可能な職場を構築していくとともに、正規労働

者・非正規労働者を問わず個々人の状況やニーズにあった多様な働き方を選

択できる仕組みを整えていくことが必要である。同じ職場で働くすべての労

働者の均等・均衡待遇の実現や正社員化の取り組み、安心して育児・介護・

治療と仕事の両立を可能とする取り組みなどワーク・ライフ・バランス実現

に向けた取り組みも必要である。 

２．具体的な要求項目 

（１）賃上げ要求 

１）月例賃金 
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① すべての組合は月例賃金にこだわり、賃金の引き上げをめざす。要求

の組み立ては、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を確保した

上で、「底上げ・底支え」「格差是正」にこだわる内容とする。

② その際には、賃金の上げ幅のみならず、めざすべき賃金水準への到達

など「賃金水準の絶対値」にこだわる取り組みを進める。構成組織は

それぞれの産業ごとに個別銘柄の最低到達水準・到達目標水準を明示

し、社会的な共有に努める。単組は組合員の個別賃金実態を把握し、

賃金水準や賃金カーブを精査してゆがみや格差の有無を確認した上で、

これを改善する取り組みを行う。 

③ 賃金制度が未整備の単組は、構成組織の指導のもと、制度の確立・整

備に向けた取り組みを強化する。 

④ 月給制の非正規労働者の賃金については、正社員との均等待遇の観点

から改善を求める。 

２）規模間格差の是正（中小の賃上げ要求） 

企業数の 99.7％を占め、全従業員の約 7割を雇用する中小企業の経営基

盤の安定と、そこで働く労働者の労働条件の向上および人材の確保・育成

は、日本経済の「底上げ・底支え」「格差是正」の必要条件であり、健全

で自律的かつ持続的な発展にとって不可欠である。 

「中小共闘」を設置し、「中小共闘方針（別紙１）」にもとづいて、月例

賃金の引き上げにこだわりつつ、年収確保の観点も含め水準の確保・向上

をはかる。 

① 中小組合の平均賃金を基準とした引き上げ額をベースとした上で、「底

上げ・底支え」「格差是正」をはかる観点で、連合加盟組合平均賃金と

の格差の拡大を解消する水準を設定する。すなわち、連合加盟組合全

体平均賃金水準の 2％相当額との差額を上乗せした金額を賃上げ水準

目標（6,000 円）とし、賃金カーブ維持分（1 年・1歳間差）（4,500 円）

を含め、総額で 10,500 円以上を目安に賃金引き上げを求める。 

② 「底上げ・底支え」「格差是正」の実現をはかるため、構成組織はそれ

ぞれの産業実態を踏まえて「到達目標水準」を設定する。また、都道

府県ごとに連合リビングウェイジにもとづく「最低到達水準」を設定

し、すべての労働者がこの水準をクリアすることをめざす。 

３）雇用形態間格差の是正（時給等の引き上げ） 

時給引き上げの取り組みは、とりわけ、非正規労働者の労働諸条件の「底

上げ・底支え」「格差是正」と正規労働者との均等待遇の実現をはかるた

め、次のいずれかの取り組みを展開する。 

①「誰もが時給 1,000 円」を実現する。 

② すでに時給 1,000 円超の場合は、37 円1を目安に引き上げを要求する。 

③ 「都道府県別リビングウェイジ」を上回る水準をめざして取り組む。 

④ 昇給ルールの導入・明確化の取り組みを強化する。昇給ルールが確立

されている場合は、その昇給分を確保した上で、「底上げ・底支え」「格

差是正」にこだわる内容とする。 

４）男女間賃金格差の是正 

1 中小共闘方針が提起する賃上げ水準目標6,000円を平均所定内実労働時間数164時間（厚生労働省「平

成 28 年賃金構造基本統計調査」）で除して時給換算 
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男女の勤続年数や管理職比率の差異が男女間の賃金格差の主要因とな

っていることから、職場における男女間賃金格差の是正に向けて取り組み

を進める。

① 単組は、賃金データにもとづいて男女別・年齢ごとの賃金分布を把握

して「見える化」（賃金プロット手法など）をはかるとともに問題点を

点検し、改善へ向けた取り組みを進める。

② 生活関連手当（福利厚生、家族手当など）の支給における住民票上の

「世帯主」要件は実質的な間接差別にあたるので、廃止を求める。ま

た、女性のみに住民票などの証明書類の提出を求めることは男女雇用

機会均等法で禁止とされているため、見直しを行う。

５）企業内最低賃金 

① すべての組合は、企業内最低賃金を産業の公正基準を担保するにふさ

わしい水準で要求し、協定化をはかる。また適用労働者の拡大をめざ

す。

② すべての賃金の基礎である初任給について社会水準を確保する。

 18 歳高卒初任給の参考目標値……172,500 円2

６）一時金 

月例賃金の引き上げにこだわりつつ、年収確保の観点も含め水準の向

上・確保をはかることとする。 

７）中小企業・非正規労働者等の退職給付制度の整備 

① 企業年金のない事業所においては、企業年金制度の整備を事業主に求

める。その際、企業年金は賃金の後払いとしての性格に鑑み、確定給

付企業年金（ＤＢ）を中心に制度設計を検討する。

② 非正規労働者に企業年金が支給されるよう、退職金規程の整備をはか

る。 

（２）すべての労働者の立場にたった「働き方」の見直し 

健康で働き続けられる労働時間と過労死ゼロの実現、超少子高齢化・人口

減少が進むわが国の社会構造を踏まえ、「社会生活の時間」の充実を含めワ

ーク・ライフ・バランス社会の実現をめざして、個々人の状況やニーズに合

った働き方と処遇のあり方について総体的な検討と協議を行う。とりわけ喫

緊の課題である総実労働時間縮減に向けて、「職場点検チェックリスト」な

ども活用し、労働時間管理の徹底や年次有給休暇の取得促進などに取り組む。 

１）長時間労働の是正 

罰則付き時間外労働の上限規制など、長時間労働是正に向けた労働基準

法改正が行われることの趣旨と意義を踏まえ、先行的に職場の基盤づくり

に取り組む。 

① ３６協定の締結について 

ａ） ３６協定は、「月 45 時間、年 360 時間以内」を原則に締結する。 

ｂ） やむを得ず特別条項を締結する場合においても、年 720 時間以内

とし、原則を踏まえ、より抑制的な時間となるよう取り組む。 

ｃ） 休日労働を含め、年 720 時間以内となるように取り組む。 

2 連合「2017 年度 連合構成組織の賃金・一時金・退職金」調査結果（速報）より、主要組合の高卒

初任賃金水準 事務・技術 167,176 円と生産 171,109 円の平均額に 2％分上乗せ 
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ｄ） 本則の適用猶予となっている業種3についても、原則に近づけるた

めの労使協議を行うとともに、適用除外となっている業務4につい

ても、本則を適用するよう労使協議を進める。 

② 適用猶予されている中小企業においても、月 60 時間を超える割増賃金

率を 50％以上に引き上げる。 

③ 勤務間インターバル規制（原則 11 時間）の導入について、労使協議を

進める。 

④ 労働者の健康確保の観点から、管理監督者、みなし労働適用者を含む

すべての労働者の実労働時間を客観的な方法で把握する仕組みを導入

する。 

⑤ 年次有給休暇の取得促進 

年休カットゼロに向けて取り組むとともに、労働基準法改正により

事業者に年休 5日の時季指定が義務化されることを踏まえ、5日未満者

をなくす取り組みを推進する。 

⑥ 50 人未満の事業場においても安全衛生委員会の設置を行う。 

２）職場における均等待遇実現に向けた取り組み 

雇用形態にかかわらず仕事に応じた適正な処遇の確保に向けた基盤整

備に先行的に取り組む。 

① 雇用安定に向けた取り組み 

個々人のニーズに応じた働き方が選択できる制度の整備を推進する。 

ａ） 正社員への転換ルール・制度を整備し、また制度の運用状況の点

検を通じて、正社員化を希望する者の雇用安定を促進する。 

ｂ） 2018年4月より改正労働契約法第18条の無期転換ルールが適用さ

れるケースが本格的に生じることを踏まえ、無期転換あるいは正

社員登用に向けた制度の構築と雇止め防止に向けた労使協議を行

うとともに、当該労働者への周知を徹底する。 

② 「同一労働同一賃金」の実現に向けて法改正が行われることを踏まえ、

連合が発行した「同一労働同一賃金ガイドライン案の手引き（仮称）

～多様な働き方のもとで納得性ある処遇実現のために～」を参考に、

職場における雇用形態間の不合理な労働条件の点検・改善に取り組む。 

ａ） 一時金の支給 

ｂ） 福利厚生全般および安全管理に関する取り組み 

ｃ） 社会保険の加入状況の確認・徹底と加入希望者への対応 

ｄ） 有給休暇の取得促進 

ｅ） 育児・介護休業の取得は正社員と同様の制度とする。 

ｆ） 再雇用者（定年退職者）の処遇に関する取り組み 

（３）ワークルールの取り組み 

すべての職場におけるディーセント・ワークの実現、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進、コンプライアンスの徹底をはかる観点から取り組みを進める。 

１）改正労働基準法に関する取り組み 

罰則付き時間外労働の上限規制を先取りした取り組みに加えて、労働時

3 自動車運転業務、建設事業、医師等 
4 新商品・新技術などの研究開発 
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間規制の実効性を高めるべく、①３６協定の点検（休日労働の抑制、限度

時間を超える場合の健康確保措置、過半数労働組合・過半数代表者のチェ

ック、３６協定の周知状況等)、②労働時間管理の新ガイドライン等を踏

まえた労働時間管理・適正把握の徹底、③事業場外みなしおよび裁量労働

制の適正運用に向けた点検(労使協定・労使委員会、健康・福祉確保措置

の実施状況、労働時間の状況)を行う。 

２）同一労働同一賃金の実現に向けた法改正に関する取り組み 

雇用形態間における均等待遇原則（同一労働同一賃金）の実現に向けた

法改正(パートタイム労働法、労働契約法及び労働者派遣法改正)の内容を

踏まえて、①労働組合への加入の有無を問わず、パートタイムや有期契約

で働く非正規雇用労働者の労働諸条件についての点検、②個々の労働条

件・待遇ごとにその目的・性質に照らして不合理となっていないかの確認、

③パートタイムや有期契約で働く労働者の組合加入およびその声を踏ま

えた労使協議の実施など非正規雇用労働者も含めた集団的労使関係の強

化に取り組む。 

３）改正労働者派遣法に関する取り組み 

「改正労働者派遣法に関する連合の取り組み(第 2 回中央執行委員会確

認／2015.11.20)」を参考に、2015 年改正法に関する派遣可能期間の期間

制限到来を前に、要員協議の実施および意見聴取に関する準備(部署ごと

の派遣労働者の人数、期間等の確認)を行う。 

また、同一労働同一賃金に向けた法整備において、派遣労働者と派遣先

労働者との均等・均衡待遇が原則とされたことを踏まえ、派遣労働者の賃

金・労働条件を点検した上で事業主に必要な対応（均等・均衡待遇が可能

な水準での派遣料金設定等）を求める。さらに、食堂・休憩室・更衣室な

どの福利厚生施設については、派遣労働者に不合理な条件などが設定され

ることなく等しく利用できるように取り組む。 

４）障がい者雇用に関する取り組み 

2018 年 4 月より障害者雇用促進法にもとづく法定雇用率が 2.2％（国・

地方自治体 2.5％、教育委員会 2.4％）に引き上げられることを踏まえて、

職場における障害者雇用率の把握と、その達成に取り組む。また、「障が

い者であることを理由とした不当な差別的取扱いの禁止」、「合理的配慮の

提供義務」、「相談体制の整備・苦情処理および紛争解決の援助」が事業者

の責務とされたことを受け、労働協約・就業規則のチェックや見直しに取

り組む。 

５）有期労働契約（無期転換ルール）に関する取り組み 

2018 年 4 月より改正労働契約法第 18 条の無期転換ルールが適用される

ケースが本格的に生じることを踏まえ、対象となる有期契約労働者への周

知および無期転換促進の取り組みに加え、「連合『改正労働契約法』に関

する取り組みについて（第 13 回中央執行委員会確認／2012.10.18）」を基

本に、無期転換後の労働条件の対応、無期転換ルール回避目的の雇止めの

防止、クーリング期間の悪用防止、雇止め法理の周知、無期転換ルールの

対象となる有期契約労働者の労働組合加入促進などの取り組みを進める。 

６）女性活躍推進法に関する取り組み 

「（４）男女平等の推進」を参照。 
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７）短時間労働者に対する社会保険の適用拡大に関する取り組み 

2016 年 10 月より 501 人以上の企業等における短時間労働者に対する社

会保険の適用が拡大されたことを踏まえ、①社会保険が適用されるべき労

働者が全員適用されているか点検・確認するとともに、②事業者が適用拡

大を回避するために短時間労働者の労働条件の不利益変更を行わないこ

とを確認する。 

また、2017 年 4 月からは 500 人以下の民間企業についても、労使合意に

もとづく短時間労働者への適用拡大が可能となったことを踏まえ、③500

人以下の企業において短時間労働者へ社会保険を適用するよう事業主に

求めるなどの取り組みを進める。 

８）育児・介護と仕事の両立の推進に関する取り組み 

育児・介護については、「（４）男女平等の推進」を参照。 

９）治療と仕事の両立の推進に関する取り組み 

「治療と職業生活の両立支援に向けた取り組み指針(第14回中央執行委

員会確認／2016.11.10)」を参考に、長期にわたる治療が必要な疾病を抱

える労働者から申出があった場合に円滑な対応ができるよう、労働協約・

就業規則など諸規程の整備を進める。 

（４）男女平等の推進 

男女の人権が尊重され、仕事と生活の調和が取れる社会の実現をめざし、

職場における男女平等や両立支援の促進に向け、連合ガイドライン5などを

活用して取り組みを進める。 

１）女性活躍推進法、男女雇用機会均等法等の定着・点検 

女性活躍推進法や改正男女雇用機会均等法の定着・点検に向け、以下の

課題に取り組む。交渉・協議にあたっては、できる限り実証的なデータに

もとづく根拠を示し、改善を求めていく。 

① 女性の昇進・昇格の遅れ、配置や仕事の配分が男女で異なることなど、

男女間格差の状況を点検・労使協議を行い、積極的な差別是正措置（ポ

ジティブ・アクション）により改善をはかる。

② 合理的な理由のない転居を伴う転勤がないかどうか点検し、是正をは

かる。

③ 妊娠・出産などを理由とする不利益取り扱いの有無について検証し、

是正をはかる。

④ 同性間セクハラ、ジェンダー・ハラスメントも含めたセクシュアル・

ハラスメント防止措置の実効性が担保されているか検証する。

⑤ 「性的指向及び性自認に関する差別禁止に向けた取り組みガイドライ

ン」を活用し、就業環境の改善等に取り組む。

⑥ 女性活躍推進法にもとづく事業主行動計画策定に労使で取り組む。策

定にあたっては、各事業所の状況にもとづいて、現状を把握・分析し、

必要な目標や取り組み内容を設定する。

⑦ 行動計画が着実に進展しているか、ＰＤＣＡに積極的に関与する。

5 「女性活躍推進法に基づく「事業主行動計画」策定等についての取り組みガイドライン」（2015 年度

第 3回中央執行委員会配布／2015.12.17）、「性的指向および性自認に関する差別禁止に向けた取り

組みガイドライン」(2018 年度第 3 回中央執行委員会配布／2017.11.16） 
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⑧ 関連する法律や女性活躍推進法にもとづき策定された行動計画の内容

について、学習会の場を設置するなど周知をはかる。

２）育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備 

「改正育児・介護休業法等に関する連合の取り組みについて（第 11 回

中央執行委員会確認／2016.8.25）」にもとづき、以下の課題に取り組む。 

① 改正育児・介護休業法の周知・点検をはかるとともに、両立支援策の

拡充の観点から、これを上回る内容への拡充について労働協約の改定

に取り組む。

② 有期契約労働者に対して制度を拡充する。

③ 育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、短時間勤務、所定外

労働の免除の申し出や取得により、解雇あるいは昇進・昇格の人事考

課などにおいてマイナス評価とするなど、不利益取り扱いが行われな

いよう労使で確認・徹底する。

④ マタニティ・ハラスメントやパタニティ・ハラスメント、ケア（介護）・

ハラスメントなどをはじめとする、あらゆるハラスメントを一元的に

防止する取り組みを各企業に働きかける。同時に、妊産婦保護制度や

母性健康管理について周知されているか点検し、妊娠・出産およびこ

れに関わる制度を利用したことによる不利益取り扱いの禁止を徹底す

る。

⑤ 女性の就業継続率の向上や男女のワーク・ライフ・バランスの観点か

ら、男性の育児休業取得促進に取り組む。

⑥ 両立支援制度や介護保険制度に関する情報提供など、仕事と介護の両

立を支援するための相談窓口を設置するよう各企業に働きかける。

⑦ 不妊治療と仕事の両立に向け、取得理由に不妊治療を含めた休暇等（多

目的休暇または積立休暇等を含む）の制度整備に取り組む。

３）次世代育成支援対策推進法にもとづく取り組みの推進 

① ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた労働組合の方針を明確にし、

労使協議を通じて、計画期間、目標、実施方法・体制などを確認する。

さらに、作成した行動計画の実現による「くるみん」マーク、および

「プラチナくるみん」の取得をめざす。

② 「くるみん」マークおよび「プラチナくるみん」を取得した職場にお

いて、その後の取り組みが後退していないか労使で確認し、計画内容

の実効性を高める。

３．連合島根の具体的な課題と取り組み 

（１）「賃上げ」をはじめとする「底上げ・底支え」「格差是正」の取り組み

 ① 連合島根の賃金の維持・復元の取り組み 

  すべての組合は、月例賃金にこだわる闘いを進めることとし、定昇・賃金カ

ーブ維持相当分（約２％）を確保したうえで、「底上げ・底支え」「格差是正」

分として２％（合計４％）程度を賃上げ要求水準とする。 

連合島根の賃上げ要求基準は、これまで各構成組織・単組の協力を得て、毎

年賃金実態調査を行い、県内民間企業の賃金について調査してきた。本年度も、

９月の賃金調査データを、連合本部の関係分析機関(電機連合・労働調査協議

会)に依頼し分析を行った。2017連合島根賃金実態調査結果(2017年9月度支給

賃金調査)では、73単組より、8,252人のデータを集約することができた。今回
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の賃金実態調査結果を基に、連合島根として以下の賃金要求基準を示す。 

１）賃金カーブの算定が可能な組合は、 

    定昇・賃金カーブ維持相当分（約２％）を確保した上で、「底上げ・底支

え」「格差是正」分として２％程度の要求することとする。 

２）賃金制度が未整備の組合は、構成組織の指導のもと、制度の確立・整備

に向けた取り組みを強化する。賃金カーブの算定が困難な組合は、連合島根

の賃金実態調査結果から求めた次の金額を示す。 

      【平均賃上げ要求基準】 

    定昇・賃金カーブ維持相当分4,100円を目安として確保し、「生産性向上」

「底上げ・底支え」「格差是正」分などを、賃上げ（２％≒5,000円程度）

として求める。（合計9,100円以上を目安とする） 

３）「復元・賃金改善分」は、月例賃金の引き上げ（ベースアップ）を基本

とし、具体的要求は、各組合の判断とする。 

４）連合島根地域ミニマム賃金は実態調査に基づき以下のとおり設定する。 

[2017年9月賃金実態調査結果]  

２０１７年度 ２０１６年度 ２０１５年度 ２０１４年度 

調査対象人員 ８，２５２人 ７，３２４人 ６，４４１人 ６，９１３人

平均年齢  ３９．６歳 ３９．７歳 ３９．７歳 ３８．５歳

平均勤続   １５．９年 １６．２年 １７．２年 １４．８年

平均賃金 ２５４，７２３円 ２５４，０１６円 ２５９，１２８円 ２５３，８１１円

② 企業内最低賃金の取り組みの一層の強化 

１)  全労働者の処遇改善のために、企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の 

引き上げをはかることが必要である。このため、未締結組合は協定化の要 

求を行いすべての組合で協定化をはかる。こうした取り組みの強化で法定 

最低賃金へ連動させていく。 

２)  企業内最低賃金は、その産業に相応しい水準で協定し、その協定をもと 

に特定（産業別）最低賃金の水準引き上げに結びつけていく必要があるこ

とから、関連業種の各組合においては現行の特定（産業別）最低賃金との

相関関係に留意することとする。また、介護やハイタク分野など第三 

次産業分野の新設についても検討課題とする。 

③18歳高卒初任給の参考目標値  

1)１７２，５００円（本部方針に示す金額） 

2)１５４，８００円（平成28年度島根県賃金構造基本統計による金額） 

                                    ※平成２７年度比＋２，９００円 

連合島根地域ミニマム賃金設定額（賃金実態に基づき設定） 

２５歳     １５９，０００円 

３０歳     １８０，０００円 

３５歳     １８４，０００円 

４０歳     ２００，０００円 
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産別方針をふまえ、各組合は1)の目標値を基準に、2)を下限値として初任給

の決定に対して積極的に関与していく。 

④生活防衛の観点からの一時金水準の確保・向上 

   一時金の水準は回復が伝えられているが、産業・単組別で見ればバラツキは

大きく、生活防衛の面からみて問題を抱えているところも多い。基本的には、

生活の基礎である月例賃金の維持・改善を最優先とした闘争を推進していく。 

 （２）長労働時間の是正など「働き方」を見直す取り組み 

島根においては、労働者 1人平均の年間総実働労働時間は 1,843 時間と前年か 

ら 7時間増加し、全国平均の 1,783 時間を 60 時間上回っており、過去 14 年連続 

して全国平均を上回る状況となっている。また年次有給休暇の取得状況は、平均 

取得日数 8.1 日で、全国平均取得日数 9.0 日を下回る状況となっている。

連合島根は本部方針《P8 ２．具体的な要求項目（２）全ての労働者の立場に 

たった「働き方」の見直し》に基づいた各構成組織での取り組みを基盤に、長 

時間労働の是正等に向けて【職場での運動】に加えて世論喚起等【社会への運動】 

に以下のとおり取り組む。

①長時間労働の是正に向けた各労働組合の取り組みの地域への発信

中小共闘センターで蓄積している各組合集計の時間外労働のデータを有効 

に活用するとともに、春闘の賃上げ集計（報告）に併せて各組合の「時短」 

の取り組みの詳細な把握に努め、好事例については各種媒体を通じて地域へ 

の発信を進める。

②「働き方改革」の推進に向けた世論喚起の取り組み 

2017 年 11 月 10 日に経済団体・教育機関・金融機関・行政・労働団体（連 

合島根）の 13 団体で締結した「しまね働き方改革宣言」を職場・地域に広 

く周知を図り県内における長労働時間是正等の機運を高めるため、各構成組 

織・単組・支部の職場への宣言文掲出の取り組みを進める。 

しまね働き方改革宣言（抜粋） 

宣言１ ほどよく休み、しっかり仕事、すっきり帰宅！ 

宣言２ 「仕事と生活の調和」を企業の魅力に！ 

宣言３ みんな元気に生涯現役！ 

宣言４ 誰もがいきいき活躍できる職場に！ 

宣言５ 職場に実情を語り合う場をつくろう！ 

③公正取引の実現および商取引慣行の見直し 

中小企業の賃上げ原資確保および長労働時間是正には取引の適正化の推進 

が不可欠であり、「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」 

をテーマに県内においても取り組みを進める。連合島根としては、経営団体 

（経営者協会・中小企業家同友会）との意見交換、島根労働局および島根県 

への要請行動を配置し、地域社会全体に訴えていく取り組みを進める。 

④「クラシノソコアゲ応援団！RENGO キャンペーン」第 3 弾（2017 年 11 月～

2018 年 7 月）の展開と「連合島根非正規労働支援センター」における取り組み 
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「働く者の立場から働き方改革を進めよう！」「社会全体で支え合い、クラ 

シノソコアゲを！」をキーワードに、本部方針に基づき県内においても地 

協・地区会議が主体となりキャンペーン運動を以下のとおり進める。また、 

2017 年 11 月に設置した「連合島根非正規労働支援センター」の周知にも努 

め、労働相談をメインに活動の具体化を図る。 

１）テーマの設定 

a)【社会への運動】×【職場での運動】 

ⅰ）雇用形態間の不合理な格差をなくす取り組み 

  「無期転換ルール」の適正運用、同一労働同一賃金の実現 

ⅱ）36 協定の周知・適正な締結を中心とした長労働時間是正の取り組み 

ｂ）【社会への運動】 

ⅰ）「子どもたちの学びを支えよう！」 

  高等教育の無償化推進と奨学金制度のさらなる拡充、待機児童の解消 

ⅱ）「老後の安心した暮らしを支えよう！」 

  介護保険制度の充実、介護離職の防止 

ⅲ）「安心して働き続けることを支えよう！」 

 解雇の金銭解決制度導入反対の取り組み、付加価値の適正配分の実現 

２）キャンペーンの具体的取り組み 

 地協・地区会議において以下のゾーン設定をおこない街頭宣伝活動を中心

に展開する。 

a)第１ゾーン 2018 年 1 月中旬～下旬 

 テーマ：2月の集中労働相談ダイヤル PR、36 協定の適正な締結 

b)第２ゾーン 2018 年 2 月中旬～下旬 

 テーマ：「無期転換ルール」の適正運用、同一労働同一賃金 

c)第３ゾーン 2018 年 3 月中旬～下旬 

 テーマ：解雇の金銭解決導入・労働基準法改悪（高プロ・裁量労働）反対 

（３）運動の両輪としての「政策・制度実現の取り組み」 

すべての働く者の「底上げ・底支え」「格差是正」に向けて、政策・制度実現

の取り組みを春季生活闘争における労働諸条件改善の取り組みとともに運動の

両輪として推し進める。 

具体的には、「連合島根 2018～2019 政策制度 要求と提言」を県に提出すると

もに、各自治体に対しても地協・地区会議が主体となり取り組みを進める。 

また、「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けた以下の政策課題につい

て、政党への働きかけ、審議会・県議会対応、街宣活動などを通じた世論喚起な

ど、連合本部・構成組織・地方連合会が一体となって幅広い運動を展開する。 

①企業間における公正・適正な取引関係の確立に向けた取り組み 

②税による所得再分配機能の強化に向けた取り組み 

③雇用形態にかかわらない均等待遇原則の法制化、および時間外労働の上限 

規制の確実な実現に向けた取り組み 

④医療・介護・保育サービスの人材確保に向けた取り組み 

⑤子ども・子育て支援の充実と待機児童の解消等の財源確保に向けた取り組み 

⑥教育の機会均等実現に向けた教育の無償化・奨学金の拡充に向けた取り組み 
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（４）春季生活闘争を通じた組織拡大の取り組み 

組織化は労使交渉の大前提であり、2018 春季生活闘争がめざす「底上げ・底支

え」「格差是正」の実現には不可欠である。通年の取り組みである組織化につい

ても、2018 春季生活闘争での成果獲得に向けて、交渉の前段での取り組みを強く

意識して進める。 

①構成組織は、非正規労働者の組織化と処遇改善の促進をめざして、「職場か 

ら始めよう運動」をより強化し、同じ職場で働くパート・有期契約などの非正 

規労働者の組織化に積極的に取り組むよう加盟組合を指導する。 

②未組織の子会社・関連会社、取引先企業などを組織化のターゲットに定め、 

加盟組合とともに組合づくりを前進させるとともに、同じ産業で働く未組織労 

働者の組織化に取り組む。 

③連合島根は「非正規労働支援センター」の活動を強化する中で、労働相談 

からの組織化に注力して取り組む。 

Ⅲ．闘争の進め方 

１．基本的な考え方 

（１）すべての労働者を対象とし、「底上げ・底支え」「格差是正」の実現に重点 

を置いた闘争を展開するために、連合・構成組織・地方連合会は、その機能 

と力量を最大限発揮すべく、重層的かつ総がかりでの共闘体制を構築する。 

中央闘争委員会および戦術委員会を適宜開催し、闘争の進め方などを協議・ 

決定する。 

（２）「地域の活性化には地域の中小企業の活性化が不可欠」をスローガンに、地 

域のあらゆる関係者との連携をはかるために地域ごとに「地域フォーラム」 

を開催する。 

（３）「政策・制度実現の取り組み」を運動の両輪と位置づけ、国民全体の雇用・ 

生活条件の課題解決に向け、政策・制度実現の取り組みと連動させた運動を 

展開する。 

（４）「クラシノソコアゲ応援団！ ＲＥＮＧＯキャンペーン」第 3弾の取り組み 

と連動し、暮らしの「底上げ」に関するテーマを広く社会に浸透させるとと 

もに、職場と一体となってワーク・ライフ・バランス実現の取り組みを推進 

する。 

（５）労働基本権にこだわる闘争の展開をはかる。 

２．取り組み体制 

（１）闘争体制と日程 

①「2018 春季生活闘争島根県本部」の設置 

  ２０１８年１月１８日(木)開催の第５５回地方委員会で設置する。 

②要求提出 

原則として 2月末までに要求を行う。 

(２) 回答引き出しゾーンの設定 

春季生活闘争全体を牽引していく観点から、本部は以下の回答ゾーンを設定

し闘いを進めていく。最大のヤマ場については、３月１４日とし、そこに集中

できるよう努める。 

 新年度の労働条件は年度内に確立させることを基本とする。そのために、3月
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の最大のヤマ場に回答を引き出す「第 1 先行組合」と、その翌週の決着をめざ

す「第 2 先行組合」を設定し、相場形成と波及をはかる。各産別は、交渉日程

の調整や必要な戦術設定の準備を進め、最大のヤマ場に集中できるよう努める

ものとする。 

・3／12～16  ：第 1先行組合回答ゾーン（ヤマ３／１４） 

・3／19～23  ：第 2先行組合回答ゾーン 

・3／24～31  : 3 月月内決着集中回答ゾーン 

・4月以降の闘い方：連合（地方連合会）役員による激励行動、地方の中小共

闘センターごとの取り組みについて検討する。 

   連合島根も本部闘争日程にあわせ、別途決定する。 

３．取り組み予定について 

(１)2018 年度第１回中小労働運動強化委員会・中小共闘センター委員会について 

連合島根の 2018 春季生活闘争の具体的な取り組み内容について協議し、地域 

ミニマム水準について確認する。 

① 日  時：２０１７年１２月（書面審議） 

② 内 容：地域ミニマム水準の決定について 

③ 参加者：中小労働運動強化委員及び中小共闘センター委員 

※第2回委員会は3月下旬に開催する。 

(２)「2018 連合島根春季生活闘争研修会」の開催ついて 

2018 春闘の課題および方針の確認、中小共闘運動強化について理解を深める 

観点から研修会を開催することとする。 

① 日 時：２０１８年 １月２０日（土）９：３０～１２：００ 

② 場 所：ホテル白鳥 
   ③ 内 容：1) 「連合白書」学習会  

2) 「2018 連合島根春季生活闘争方針について」   
         3) 「働き方改革」の動向と労働時間短縮に向けた取り組み 

 （講師：調整中） 

 (３)連合島根「産別最賃対策会議」について 
    平成 29 年度の島根県最低賃金は、審議の結果、時間額２２円引き上げて７４ 

０円となった。また、産別最賃も６業種で引き上げとなった。 
県最賃についてはDランク中、上位への引き上げが実現したが、賃金のセー 

フティネットとしての機能を果たしていく観点から、引き続き対策強化を図る 
こととし、平成３０年度に向けて取り組み方針等を協議する。 
① 日  時：２０１７年３月 
②場  所：労働会館 
③参加者：連合島根最賃対策委員 

(４)「労働問題なんでも相談ダイヤル」の開設について 

       連合の全国統一行動として、非正規労働者および未組織労働者の労働条件向

上、組織拡大の運動を図るため、各構成組織の協力を得て、次のとおり「労働

問題なんでも相談ダイヤル」を開設する。 

①実施期間：２０１８年２月８日(木)～２月１０日(土) 
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       対応時間 １０：００～１９：００ 

② 実施場所：連合島根事務所 

③ テーマ ：「働き続けたい！なぜ辞めなければならないの！？ 

STOP 雇止め・雇用不安」連合労働相談ホットライン 

(５)連合島根「～初歩から学ぶ～社会保障基礎講座」の開催について 
春闘期における政策制度の取り組みを推進するため、連合本部の協力を得て、 

社会保障関連の各種制度の概要および課題について集中的に学習する。また連合 
推薦県議から県政における課題および県議会での取り組みについて報告を受ける。 

① 日 時：２０１８年 ２月３日（土）９：３０～１７：１５ 

② 場 所：松江市殿町「サンラポーむらくも」 

③ 内 容：社会保障と税・年金・介護・医療・子ども子育て・生活保護の各 

分野(各項目55分) 

(６)連合島根「政治研修会」の開催について 
①亀井亜紀子「国政報告会」の開催 
連合推薦亀井亜紀子衆議院議員より、労働基準法改正法案の動向をはじめ 
とした通常国会の課題について報告を受け意見交換をおこなう。 
１)日 時  ：２０１８年２月１７日（土） 13：00～14：00 
２)場  所：労働会館401 
３)参加者：150 名程度 
４）その他：国政報告会終了後、同会場にて民進党島根県連主催第 3回政治フ 
ォーラム「働き方改革の動向と課題（仮称）」が開催されるので引き続きの 
参加をお願いする。 

②若年層を対象とした政治研修会（国会見学会）の開催 
若年層の政治意識の高揚と政治活動への参画推進を目的に、青年委員会およ 

び女性委員会の役員を中心に国会見学を実施する。 
１）日  時：２０１８年２月～3月（一泊二日の行程で調整中） 
２) 場  所：東京 
３）内 容：本会議および委員会傍聴、国会見学、推薦議員との意見交換 
４）参加者：10名程度 

（７)経営団体等との意見交換 

①島根県経営者協会との懇談会 

毎年、春闘期に開催している、連合島根と島根県経営者協会との定期懇談 

会を開催する。連合島根からは、2018 春季生活闘争の取り組みについて理 

解を求めるとともに、雇用の確保・拡大・働き方改革・公正取引などにつ 

いて意見交換を行う。 

１）日  時：２０１８年２月２６日(月)１４：３０～１７：３０  

２）場  所：ホテル一畑 

３）参加者：島根県経営者協会役員 

連合島根常任執行委員（全体で 20 名） 

②島根県中小企業家同友会との懇談会 

地域の中小企業における雇用・格差是正・公正取引などの課題について、 

春闘期における連合の取り組みもあわせて小企業経営者との意見交換を実 
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施し、相互理解と中小企業の活性化を目的に開催する。 

１）日  時：２０１８年 月 日( ) ： ～ ： （調整中） 

２）場  所： 

３）参加者： 

(８)「2018 連合島根春季生活闘争勝利総決起集会」の開催について 

    2018 連合島根春季生活闘争勝利総決起集会を、各地協(地区)単位で開催し、 

直近の春闘情勢報告を行うとともに、内外に 2018 春闘がスタートしたことを 

アピールするために開催する。なお、松江隠岐地協と共催で開催する中央集会 

の日程等は、下記のとおりとする。 

① 日  時：２０１８年３月１６日(金) １８：００～１９：１５                

② 場  所：松江市県庁前広場（デモ行進 県庁前広場～ＪＲ松江駅） 

    ③参加要請：約２，０００名 

(９) 地協主催の「2018 春季生活闘争討論集会」・「解決集会」、「地域フォーラム」

の開催について 

    各単組代表者より賃上げ要求額や一時金、労働時間の短縮など、今春闘時の 

交渉状況や春闘解決促進に向けて情報交換を行うとともに、地域政策課題の解 

決に向けた集会や学習会を開催することとする。 

    また、中小企業の活性化や支援強化を主眼に、地域における関係者との連携 

強化する観点から春闘期を中心に「地域フォーラム」の開催を検討する。当面 

予定している集会・学習会等は以下のとおり。 

  ＜松江隠岐地協＞ 

  １．2018 春季生活闘争研修会 

日 時 ２０１８年２月１７日（土） １０：００～１１：３０  

    ②場 所 労働会館４０１ 

    ③内 容 １）「働き方改革」の動向と通常国会の課題 

         ２）単組における時短の取り組み事例報告（予定） 

 ＜出雲・雲南地協＞ 

   １．2018 春季生活闘争単組情報交換会(研修会) 

①日 時 ２０１８年２月３日（土）１０：００～１２：００ 

    ②場 所 労金出雲支店２階 

    ③内 容 ・2018 春闘の現状と課題 

         ・単組の取り組み報告 

  ＜西部地協＞ 

   １．2018 春季生活闘争開始宣言集会 

① 日 時 ２０１８年１月２７日（土）15：00～15：30 

② 場 所  浜田市「ジョイプラザ」 

③ 内 容 ・連合島根 2018 春季生活闘争方針について 

          ・2018 春季生活闘争開始宣言（案）について 

④出席者 地協委員会委員・構成委員 
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２．2017 春闘研修会 

① 日 時 ２０１８年２月１０日（土）１３：３０～１６：００ 

② 場 所  江津市「パレット江津」 

③ 内 容 ・2018 春闘を取り巻く島根の経済情勢について 

         ・連合島根 2018 春闘の取り組みについて 

④出席者 地協幹事会役員 

各地区会議８名（地区会議議長・事務局長を含む） 

(10) 島根県産業別最低賃金の意向表明及び労働行政に対する要請 

     2018(平成３０)年度の産業別最低賃金について、従来どおり６業種について 

改正決定を申し出るため、島根労働局に対し意向表明を行う。   

       また、島根労働局に対して、労働行政に対する要請もあわせて行う。 

① 日  時：２０１８年３月５日（月）１１：００～１２：００ 

② 場  所： 島根労働局 

      ③ 産別最賃業種                     

        1)製鋼・製鋼圧延業、鉄素形材製造業 

               2)一般機械器具製造業               

               3)電気機械器具、情報通信機械器具、電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ製造業 

               4)自動車・同附属品製造業                                 

               5)自動車（新車）小売業                                   

               6)百貨店・総合スーパー                                   

(11) 中小・地場組合の賃上げ集計と情報伝達 

         「2018 連合島根春季生活闘争ＦＡＸ速報」を以下の日程で発行し、地場相場 

の底上げと共有化に努める。また適宜プレスリリースをおこない、社会的波及 

効果を追求する。各構成組織は日程に合わせて最新の状況を闘争本部へ報告す 

ることとする。 

  第 1 回集約日  ３月 14 日（水） 速報第 1号発行日 ３月 16 日（金） 

  第 2 回集約日  ４月 ４日（水） 速報第２号発行日 ４月 ６日（金） 

  第 3 回集約日  ４月 18 日（水） 速報第３号発行日 ４月 20 日（金） 

  第 4 回集約日  ４月 25 日（水） 速報第４号発行日 ４月 27 日（金） 

  第 5 回集約日  ５月 16 日（水） 速報第５号発行日 ５月 18 日（金） 

(12)連合島根ホームページの活用 

     「連合島根ホームページ」を活用し、「2018 春季生活闘争の要求･回答･妥結

速報(業種別･規模別）」を掲載する。 
なお、ホームページへの掲載にあたっては、逐次更新する。

「連合島根ホームページアドレス」

  http://ws1.jtuc-rengo.or.jp/shimane 

＜連合本部資料：別紙＞

１．2018 春季生活闘争 中小共闘方針 

以 上 



21 

別紙１ 

2018春季生活闘争 中小共闘方針（案） 

Ⅰ．中小共闘の取り組みの基本的な考え方 

2018 春季生活闘争方針は、わが国が直面する社会・経済の構造変化等に対応し、

所得向上による消費拡大を通じた「経済の自律的成長」を実現するためには、引き

続き、すべての働く者の賃金の「底上げ・底支え」「格差是正」の実現が不可欠で

ある。加えて、2016 春季生活闘争からスタートした「大手追従・大手準拠などの構

造を転換する運動」「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」の

流れを定着させ、さらに前進させる取り組みが重要である。 

中小共闘・地場共闘として実効性のある闘争は、より多くの中小組合が要求根拠

を明確にして、要求することから始まる。そのためにも、賃金実態把握、定期昇給

相当分（賃金カーブ維持相当分）の労使確認、「連合リビングウェイジ」や「地域

ミニマム運動」を活用した到達目標水準の確認など、要求策定のための事前準備を

行うことが、中小組合の交渉力強化に不可欠である。また、獲得した賃金改定原資

の各賃金項目への配分等に積極的に関与するなど、より主体的な取り組みを進める。

その上で、中小共闘・地場共闘への参加を拡大して企業横断的な賃金相場の形成を

はかるとともに、情報の集約と開示を進める必要がある。 

超少子高齢化による労働力人口の減少が進む中、中小企業の維持・発展には、人

材の確保と能力開発など人材育成の充実が欠かせないが、足下の全産業における人

材不足が中小企業の採用難にさらに拍車をかけ、ますます深刻化している。人材を

確保していくためには、「魅力ある企業と職場づくり」が必要であり、その根幹は、

「健全な労使関係」と「魅力ある労働条件」「教育訓練機会の充実などをはじめと

する人材育成」である。 

中小企業は地域の経済および社会の担い手であり、その労働条件の底上げが地域

の活性化につながることを訴えるため、広く地域社会を巻き込みながら、地域の労

働条件の底上げと賃上げの波及力を高める取り組みを行う。 

労働条件を改善していくことは、もはや中小企業にとっても生き残り要件である。

付加価値創造の源泉である「働くことの価値」を高めていくためにも、「人への投

資」を強く求めていく。あわせて、取引先やグループ全体での付加価値の適正分配

のためにも、働き方・休み方の見直しや取引の適正化の推進など、産業全体に関わ

る課題解決に向け、労使で知恵を出すことも重要である。 

「底上げ・底支え」「格差是正」の実現に向け、主体的かつ力強い闘争を展開す

る。 

Ⅱ．2018 春季生活闘争の取り組み内容 

１．「底上げ・底支え」「格差是正」に向けた月例賃金にかかる取り組み 

賃金の「底上げ・底支え」「格差是正」をはかるために、以下に取り組む。 

（１）月例賃金の引き上げ 

中小組合の平均賃金を基準とした引き上げ額をベースとした上で、「底上

げ・底支え」「格差是正」をはかる観点で、連合加盟組合平均賃金との格差
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の拡大を解消するために、率ではなく額で水準を設定する。すなわち、連合

加盟組合全体平均賃金水準の 2％相当額との差額を上乗せした金額を賃上げ

水準目標（6,000 円）とし、賃金カーブ維持分（1年・1歳間差）（4,500 円）

を含め、総額で 10,500 円以上を目安にすべての中小組合は賃金引き上げを

求める。 

（２）最低到達水準および到達目標水準の設定 

「格差是正」に向けて、賃金の引き上げ額・率以上に社会水準確保に重き

を置いた要求の組み立てや交渉を行うことが必要である。そのために、今年

度改定した連合リビングウェイジにおける単身世帯および 2人世帯（父子家

庭）の水準をクリアする賃金水準を「最低到達水準」として設定し、それ以

下の賃金をなくす運動に取り組み、すべての労働者の「底上げ・底支え」に

寄与する配分を求める（表１参照）。 

なお、構成組織はそれぞれの産業実態を踏まえつつ「地域ミニマム運動」

の集計結果等を活用して「到達目標水準」を設定する。 

（３）賃金実態の把握による交渉力強化 

賃金引き上げ要求を行い交渉するためには、組合員の賃金実態を把握する

ことが不可欠である。組合は、組合員の賃金実態調査をもとに内外格差の把

握と目標水準を明確にし、総原資のみならずその配分についても要求・交渉

を進める。構成組織と地方連合会は連携して、これまで以上に「地域ミニマ

ム運動」への参加を促進し、この支援を行う。 

（４）賃金カーブ維持分の確保 

賃金カーブを維持することは、労働力の価値の保障により勤労意欲を維持

するという役割を果たすと同時に、生活水準保障でもあり、必ずこれを確保

する。 

賃金カーブ維持には定昇制度の役割が重要であり、定昇制度などの昇給ル

ールがない単組は、人事・賃金制度の確立を視野に入れ、労使での検討委員

会などを設置して協議を進めつつ、当面は定昇制度の確立に取り組むことと

し、構成組織と地方連合会は連携してこれらの支援を行う。 

（５）18 歳最低賃金と最低到達水準の協定締結 

組合員の賃金実態をもとに、公正な賃金、生活できる賃金を実現するため

に、企業内において 18 歳の最低賃金を要求・交渉し、協定化をはかる。同

時に、中途入社者の賃金を底支えする観点からも年齢別最低到達水準につい

て協定締結をめざす。 

○参考-1 連合リビングウェイジ(必要生計費）･･･埼玉県の場合 

＜単身世帯＞ 

  ・自動車あり ： 218,000円(月額） 

  ・自動車なし ： 167,000円(月額） 

＜２人（父子）世帯＞ 

  ・自動車あり ： 271,000円(月額） 

  ・自動車なし ： 217,000円(月額） 

○参考-2 地域ミニマム集計における年齢別最低水準の参考値 

 (300人未満・第1四分位） 

  ・30歳 ： 199,900円 (昨年 197,100円） 

  ・35歳 ： 213,700円 (昨年 212,600円） 
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○参考-3 月例賃金(300人未満規模・平均）の試算 

・地域ミニマム集計データ（39.6歳、14.1年） 252,791円（昨年 250,415円） 

  ・2017中小共闘集計 （加重 22.8万人）   251,141円（昨年 249,446円） 

            （単純 2,515組合）   240,593円（昨年 239,313円） 

○参考-4 連合全体の月例賃金(2017「賃金・一時金・退職金調査」速報値より） 

 ＜生産・事務技術労働者計（所定内賃金）＞  （単位：円） 

分類 30歳 35歳 

主要組合 
平均 269,529 311,195

中位数 266,584 307,343

登録組合 
平均 260,963 299,256

中位数 260,200 297,087

○参考-5 賃金カーブ維持相当分 

2016年に調査した地域ミニマム年齢別賃金(全産業・300人未満・男女計）中位

数の18歳から45歳の1年・1歳間差の平均は4,478円(昨年 4,353円）である。 

２．「すべての労働者の立場にたった働き方」実現への取り組み 

働き方・休み方の見直しや取引の適正化など、産業全体に関わる課題を労使で

協議する必要がある。とりわけ中小組合の観点から以下に取り組む。 

（１）中小組合における長時間労働の是正 

長時間労働を是正するためにも３６協定の重要性と内容を理解し、適正に

締結した上で、労働時間の厳格な管理など職場での取り組みを強化する。 

１）中小企業において適用猶予されている月 60 時間を超える割増賃金率を

50％以上に引き上げる。 

２）年次有給休暇の年間取得率が大手組合に比べ 20％低く、また年間取得 5

日未満の組合員も多いことから、働き方・休み方の見直しの観点にたち、

年次有給休暇取得促進の取り組みを積極的に推進し、まずは 5日未満者を

なくす取り組みを行う。 

３）休日出勤や時間外労働による長時間労働の縮減には、無理な納期設定、過

度な消費者対応、手待ち時間の長さなどの産業実態を踏まえ、「取引の適

正化」「公正な取引慣行」に取り組む。 

（２）人材育成と教育訓練の充実 

中小企業の維持・発展には、人材の確保と能力開発など人材育成の充実が

欠かせない。教育訓練機会の確保や職場での働き方など、様々な状況を踏ま

え付加価値創造の源泉である「働くことの価値」を高めていくためにも、広

く「人への投資」を求めていくことが必要である。 

３．ワークルールの取り組み 

労働関連法制には、企業規模が一定の人数に満たない場合、あるいは業種によ

って、義務を免除するあるいは努力義務とする条項や、特別措置が適用される条

項があるが、とりわけ表２に記載の内容については、企業規模にかかわらず取り

組みを進めることとする。 

４．共闘体制の強化による社会的波及力の向上 

（１）すべての構成組織は、中小共闘方針を春季生活闘争の取り組み方針に反映さ
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せ、総がかりで中小共闘を展開する。 

（２） 中小共闘センター（中小労働委員会）のもとに、すべての構成組織が参加

する中小労働担当者会議を春季生活闘争期間中は「中小共闘担当者会議」と

する。また、中小共闘担当者会議と非正規共闘担当者会議、地方の地場共闘

担当者との合同会議や「格差是正フォーラム」、共闘推進集会の開催など取

り組みを行う。 

（３）中小組合の主体的な運動を基軸に、構成組織の責任ある指導・支援と、地域

における賃金相場の形成とその底上げをめざす「地場共闘」の取り組みを両

翼として運動を進める。中小企業の賃金水準は、地域における賃金水準に少

なからず影響されるが、各構成組織で設定するめざすべき「到達水準」を明

確にするためにも、地域の賃金水準の開示(表３参照）に注力し、地域の職

種別賃金相場形成の運動を進めていく。 

（４）相場形成と先行する中小組合の結果を、続く組合に波及させるため、共闘連

絡会議との連携を深め、中小共闘として効果的に情報を発信し、中小のみな

らず未組織の組合や非正規労働者の底上げへとつながる体制を強化する。 

５．取引の適正化と地域活性化に向けた取り組み 

中小企業労働者の賃金の底上げや長時間労働の是正、働き方の見直し等のため

には、取引の適正化や地域全体の活性化が不可欠であり、以下の取り組みを進め

る。 

（１）「取引問題ホットライン」を設置し、悪質な取引の抑制をはかる。 

（２）取引の適正化の推進について、中小企業庁が示す「下請適正取引等の推進の

ためのガイドライン」1の共有や連合が作成する「公正な取引を実現しよう」

等のパンフレットを活用し、企業内労使の建設的な議論を進めるとともに、

中小企業経営者団体および行政機関と連携し、社会全体に対する情報発信に

よる世論形成をはかる。 

（３）地域のあらゆる関係者との連携をはかるために「地域の活性化には中小企業

の活性化が不可欠」をスローガンに、すべての地方連合会において春季生活

闘争時期を中心に「地域フォーラム」を開催する。 

Ⅲ．要求提出・解決目標 

要求書の提出は、交渉を集中化し相互の連携や社会的波及効果を高めるために、

原則として 2月末までに終えるものとし、中央闘争委員会にて決定されるヤマ場の

日程にあわせて解決をめざす。 

Ⅳ．闘争の進め方 

１．連合・中小共闘センターの取り組み 

（１）交渉ヤマ場の統一ゾーンの設定などに取り組むとともに、取り組み強化の観

点から、中堅組合も含めたすべての構成組織を巻き込んだ共闘を展開する。 

（２）中小共闘センター（中小労働委員会）や中小共闘担当者会議などを開催し、

1 2017 年 3 月末時点で、(1)素形材、(2)自動車、(3)産業機械・航空機等、(4)繊維、(5)情報通信機器、

(6)情報サービス・ソフトウェア、(7)広告、(8)建設業、(9)建材・住宅設備産業、(10)トラック運

送業、(11)放送コンテンツ、(12)金属、(13)化学、(14)紙・加工品、(15)印刷、(16)アニメーショ

ン制作業、(17)食品製造業・小売業(豆腐・油揚製造業)の 17 業種で策定 
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中小組合の交渉支援につながる情報共有を促進するとともに、情報をタイム

リーに発信する。 

（３）集計結果をすみやかに開示する。 

（４）取引の適正化に向けて、優越的地位の濫用防止や適正な価格転嫁の実施など

について、行政機関への要請行動を実施する。 

（５）単組の賃金制度整備や交渉力強化に資する「中小労組元気派宣言」などの資

料を提供する。 

２．構成組織の取り組み 

（１）中小共闘センター（中小労働委員会）のもとに設置する中小共闘担当者会議

などに参加し、情報共有を積極的に行う。 

（２）地方連合会が設置する中小共闘・地場共闘などの共闘に積極的に参加し、地

域における賃金相場の形成に向けて情報開示に努める。 

（３）中小組合の交渉力強化に向けて、賃金制度の整備や賃金実態把握、定期昇給

相当分（賃金カーブ維持相当分）の労使確認など事前の準備を行った上で要

求・交渉に臨む。また獲得した賃金改定原資の各賃金項目への配分等に積極

的に関与するなど、より主体的な取り組みを進めるよう指導・支援を行うと

ともに、大手組合がグループ・関連企業の闘争を積極的に支援するよう指導

する。とりわけ人事・賃金制度が構築されていない組合については、制度確

立に向けた労使検討委員会の設置などの要求を検討するよう、指導を強化す

る。 

（４）中小組合および地域の賃金実態の把握と分析のために、地方連合会と連携し

て「地域ミニマム運動」への参加を促進するとともに、その結果や賃金分析

プログラムを要求策定において活用するよう働きかける。 

（５）組合ごとの賃上げデータについて、連合や地方連合会の集計に反映させるた

め、特に額や率、平均賃金など必要な項目を満たすよう努める。 

３．地方連合会の取り組み 

（１）構成組織と連携し、「地域ミニマム運動」や「地場共闘」などへの参加組合

を拡大し、情報の集約・分析とその開示を進める。 

（２）「地域ミニマム運動」で集約した結果を活用し、地域における賃金水準の開

示に注力することを通じ、地域の職種別賃金相場形成の運動を進める。 

（３）未組織組合や組合のない職場を含め有効な相場波及をはかるため、事前に集

計日程を示し集計結果をすみやかに公表するとともに、地域全体に広く呼び

かけを行う。 

（４）地域における「地場共闘」の強化をはかるために、「地域フォーラム」の開

催をはじめ、政府の「まち・ひと・しごと(地方創生）」にかかる地方版総合

戦略の推進組織や「都道府県における地方公共団体及び労使等の関係者から

構成される会議」への参画など、地域のあらゆる関係者と連携をはかり、地

域の労働条件の底上げと賃上げの波及力を高める取り組みを行う。 

以 上 
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（円）

住居費
以外 *1

住居費
*2

自動車あり 自動車なし 自動車あり

時間額　　*3 月額 月額 月額 月額

1 北海道 98.1 65.7 940 154,000 205,000 202,000 256,000

2 青森 97.3 59.3 910 150,000 200,000 197,000 251,000

3 岩手 97.0 64.8 930 152,000 202,000 199,000 253,000

4 秋田 96.4 60.2 910 149,000 199,000 196,000 249,000

5 山形 99.1 67.7 950 156,000 207,000 205,000 259,000

6 宮城 96.6 77.3 960 158,000 207,000 205,000 259,000

7 福島 98.2 65.6 940 154,000 205,000 202,000 256,000

8 群馬 94.6 67.9 920 151,000 200,000 197,000 249,000

9 栃木 96.8 74.9 960 157,000 207,000 204,000 258,000

10 茨城 95.7 73.3 950 155,000 204,000 202,000 255,000

11 埼玉 98.5 93.1 1,020 167,000 218,000 217,000 271,000

12 千葉 97.8 90.0 1,010 165,000 215,000 214,000 268,000

13 東京 100.3 121.9 1,120 183,000 235,000 235,000 290,000

14 神奈川 101.2 106.9 1,080 177,000 229,000 229,000 285,000

15 山梨 96.7 68.1 940 154,000 203,000 201,000 254,000

16 長野 95.5 71.0 930 153,000 203,000 200,000 253,000

17 静岡 96.2 80.9 970 159,000 208,000 207,000 260,000

18 愛知 96.5 81.6 980 160,000 209,000 207,000 261,000

19 岐阜 95.4 71.6 940 154,000 203,000 200,000 253,000

20 三重 97.1 72.7 950 156,000 206,000 204,000 257,000

21 新潟 97.2 70.2 950 155,000 205,000 203,000 256,000

22 富山 96.9 70.8 950 155,000 205,000 202,000 256,000

23 石川 98.7 70.7 960 157,000 208,000 206,000 260,000

24 福井 97.7 71.0 950 156,000 206,000 204,000 258,000

25 滋賀 97.8 78.5 980 160,000 210,000 208,000 262,000

26 京都 98.9 85.0 1,000 164,000 215,000 213,000 268,000

27 奈良 94.9 74.7 940 154,000 203,000 201,000 254,000

28 和歌山 98.6 66.4 950 155,000 206,000 203,000 258,000

29 大阪 97.9 86.6 1,000 164,000 214,000 213,000 267,000

30 兵庫 98.6 85.3 1,000 164,000 215,000 213,000 267,000

31 鳥取 97.2 65.0 930 153,000 203,000 200,000 253,000

32 島根 98.5 61.7 930 153,000 204,000 200,000 255,000

33 岡山 96.5 72.6 950 155,000 205,000 203,000 256,000

34 広島 97.6 75.6 960 158,000 208,000 206,000 260,000

35 山口 97.7 63.5 930 153,000 203,000 200,000 254,000

36 香川 97.0 71.0 950 155,000 205,000 203,000 256,000

37 徳島 97.7 66.0 940 154,000 204,000 201,000 255,000

38 高知 97.9 62.4 930 152,000 203,000 200,000 254,000

39 愛媛 97.3 66.6 940 154,000 204,000 201,000 255,000

40 福岡 95.7 73.7 950 155,000 204,000 202,000 255,000

41 佐賀 95.6 65.4 920 151,000 200,000 197,000 250,000

42 長崎 98.2 66.7 950 155,000 205,000 203,000 257,000

43 熊本 97.6 65.3 930 153,000 204,000 201,000 255,000

44 大分 96.2 64.3 920 151,000 201,000 198,000 251,000

45 宮崎 95.2 61.2 900 148,000 197,000 195,000 247,000

45 鹿児島 94.6 60.9 900 148,000 196,000 193,000 246,000

47 沖縄 97.7 69.7 950 156,000 206,000 203,000 257,000

*1

*2

*3

「2016年小売物価統計調査（構造編）」（総務省統計局）の「家賃を除く総合」指数を用い、さいたま市=100として都道府県別に指数を算出した。

「2013年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）の「1ヵ月当たり家賃・間代」（0円を含まない）と「1ヵ月当たり共益費・管理費」（0円を含まない）を足した額を用い、

さいたま市=100として都道府県別に指数を算出した。

月額を2016「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）所定内実労働時間数全国平均（164時間）で除し、10円未満は四捨五入した。（所定内実労働時間数＝総実
労働時間数－超過実労働時間数）

2017都道府県別リビングウェイジ ［最低生計費をクリアする賃金水準］
単身世帯および2人世帯

都道府県

修正した地域物価指数 単身世帯 2人世帯／父子

自動車なし

さいたま市=100

表１
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表２ 

人数規模により対応が異なる労働関係法令 

 条文 概要 人数規模 業種等の条件 

労働 

基準法 

第 40 条
労働時間及び休息の特例（週

44時間制） 

常時 10 人未

満の労働者

を使用する

もの 

物品の販売の商業、映画・演劇業、保健

衛生業、接客業 ※労基則第 25 条の 2

第 2項 

なお、休息については、労基則第 32 条

に規定有り 

第 89 条 就業規則の作成・届出義務 
常時 10 人以

上の事業場 

第 37

条・附則

第 138

条 

1ヵ月につき60時間を超える

時間外労働部分の割増率

50％の猶予措置 

常時 300 人以

下の事業主 

（事業によ

って例外有

り） 

①資本金の額または出資の総額が3億円

以下である事業主 

※小売業またはサービス業を主たる事

業とする事業主については5,000万円以

下、卸売業を主たる事業とする事業主に

ついては１億円以下である事業主 

②常時使用する労働者の数が300人以下

である事業主 

※小売業を主たる事業とする事業主に

ついては労働者の数が 50 人以下、卸売

業又はサービス業を主たる事業とする

事業主については労働者の数が100人以

下である事業主 

労働安全衛生法 

安全管理者・衛生管理者の選

任義務 
雇用形態の

如何を問わ

ず、常態とし

て 50 人以上

の事業場 

産業医の選任義務   

安全衛生委員会の設置義務   

ストレスチェックの実施義務

障害者雇用促進法
法定雇用率（2.2％）以上の障

害者を雇用する義務 

常時 45.5 人

以上の事業

主 

除外率制度あり 

注）雇用率・事業主規模については、平

成 30 年 4 月 1 日から適応されます 

女性活躍推進法 

下記①～④の義務 

①女性の活躍に関する状況の

把握 

②行動計画の策定 

③女性の活躍に関する情報の

公開 

④行動計画を労働局へ届出 

常時 301 人以

上の事業主 

常時300人以下の事業主には左記につい

ての努力義務が課されている 

次世代育成支援 

対策推進法 

仕事と子育ての両立に関する

目標及び目標達成に必要な措

置内容を明記した事業主行動

計画の策定・届出等の義務 

常時 101 人以

上の事業主 

常時100人以下の事業主には左記につい

ての努力義務が課されている 

社会保険の適用拡

大 

短時間労働者に対する厚生年

金保険・健康保険の適用拡大

常時 501 人以

上の事業所。

500 人以下の

事業所は労

使合意によ

り適用（国・

地方公共団

体に属する

事業所は人

数規模に関

係なく適用）

以下の条件を満たす短時間労働者への

適用拡大 

①週 20 時間以上の所定労働時間 

②月額賃金 8.8 万円以上 

③雇用期間の見込みが 1年以上 

④学生でないこと 

表２
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連合「職場から始めよう運動」とは

◆できることから一つずつ 

 連合は、すべての働く者の処遇改善に取り組んでいます。その中で、2010 年から展

開しているのが、「職場から始めよう運動」です。この運動は、同じ職場・同じ地

域で働く非正規労働者が抱えている問題を、自らにつながる課題として捉え、その

改善のために何ができるかを考え、具体的なアクションにつなげていくものです。 

◆労働組合だからこそできること 

 連合は、非正規労働者に関わる政策の実現に取り組んでいますが、同時に重要なこ

とは、それぞれの職場で組織化や処遇改善に取り組み、それを広げていくことです。

雇用形態にかかわらず、同じ職場で働く人の声を集め、そこから職場全体に共通の

課題を導き出し、解決に向けて行動する取り組みの先頭に立てるのは、労働組合し

かありません。 

＜職場から始めよう運動＞ 

１．職場で、パート、有期、派遣で働く労働者の権利を守る 

（労働法の法令遵守、「職場から始めよう運動」のチェック項目） 

２．実態把握・コミュニケーションを進める 

（非正規雇用の実態把握（配置の業務・人数・福利厚生等を含めた労働諸条件

等）、組合活動の情報発信、意見交換の場づくり） 

３．組織化・組織確認を展開する 

（組合員範囲の見直し、学習活動、加入活動、取り組み方針決定等） 

４．処遇改善・制度化を進める 

（労使協議、団体交渉の取り組み） 

５．取り組み事例集等を活用して、すべての労働者の組織化と処遇改善につなげる 
（「パート労働者の組織化と労働条件の均等・均衡待遇に向けた中期的取り組み指針（ガイド

ライン）」、「派遣・請負先労働組合がすすめる間接雇用労働者に向けた取り組み事例集」、

「職場から始めよう運動取り組み事例集（2013 年・2016 年・2017 年）」、「パート・有期

契約労働者等の組織化・処遇改善取り組み事例集（2014 年・2015 年）」) 

参考－１ 



29 

地域における「職場から始めよう運動」の取り組み

＜ステップ１＞

 地域構成組織・単組を対象とした「職場から始めよう運動」の学習活動

目 的 地方連合会において「職場から始めよう運動」の理解を促進し、実施する

ことで、運動の広がりと浸透をはかる。 

対 象 地方連合会役員・地域の構成組織役員・担当者など 

内 容 ・非正規労働者との交流づくりについては、参加者が集まりやすい環境を

設定するなど、取り組みを一歩前進させることをめざす。 

・「職場から始めよう運動」の取り組み趣旨の周知徹底 

・「ガイドライン」「間接雇用事例集」「職場から始めよう運動事例集（2013

年・2016 年・2017 年）」「パート・有期契約労働者等事例集（2014 年・

2015 年）」を活用した勉強会等の実施 

・労働条件改善、組織化などの取り組みについての情報交換 

・職場・地域における非正規労働者の実態把握 

＜ステップ２＞

 非正規労働に関わる集会・シンポジウムの開催、非正規労働者との交流機会

目 的 非正規労働者が抱える諸問題を共有化し、労働組合として取り組むべき課

題の認識を統一する。また、地域における非正規労働者との情報交換・交

流を進めることで、連合が労働者にとって身近なセーフティネットとして

の存在であることを、非正規労働者・未組織労働者に訴え、地域における

組織化の取り組みにつなげていく。 

対 象 地方連合会役員・地域の構成組織役員・単組担当者・組合員・非正規労働

者・未組織労働者 

内 容 ・上記ステップ 1に加え、取り組み事例の報告会を行う。 

・可能であればパート等組合員からの訴え、地域の有識者、マスコミ関係

者、ＮＰＯ等関係団体などの参加も検討する。 

・非正規労働者との交流づくりについては、参加者が集まりやすい環境を

設定するなど、取り組みを一歩前進させることをめざす。 

以 上 
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第 14 回中央執行役員会／2016.11.10 

連合「治療と職業生活の両立支援に向けた取り組み指針」 

Ⅰ．はじめに 

現在、がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、その他難病やメンタルヘルス不調

など、長期にわたる治療を必要とする疾病によって休業を余儀なくされる労働者が

増加している。また、これらの疾病にかかった労働者の中には、仕事上の理由で適

切な治療を受けることができなかったり、疾病に対する労働者自身の理解不足や職

場の理解・支援不足などによって離職にいたってしまう場合もある。この問題は、

すべての労働者にとって、自分の身に起こり得るものである。 

一方、近年の診断技術や治療方法の進歩により、長期にわたる治療を必要とする

疾病にかかっても、職業生活を継続できる可能性が広がってきている。 

これらの状況を踏まえ、厚生労働省は 2016 年 2 月 23 日、「事業場における治療

と職業生活の両立支援のためのガイドライン」（以下、「ガイドライン」）を公表し

た。 

本指針は、この「ガイドライン」も参考に、労働組合として治療と職業生活の両

立支援（以下、「両立支援」）において、取り組むべき内容や点検すべき内容を取り

まとめたものである。 

Ⅱ．連合としての基本的な考え方 

長期にわたる治療が必要な疾病を抱える労働者が、疾病に対する労働者自身の理

解不足や職場の理解・支援不足などによって離職したり、業務によって疾病を増

悪・再発させず、適切な治療を受けながら働き続けられる職場環境をつくることが

重要である。そのため、本指針を踏まえ、労働組合として、労働協約・就業規則な

ど諸規程の整備を進める。 

また、労働協約・就業規則など諸規程の整備だけではなく、その実際の運用にお

いても労働組合として関与するほか、組合員を含めた対象者からの相談に積極的に

対応する。 

Ⅲ．構成組織・単組の取り組み 

１．事前の体制整備（労働協約・就業規則などによる諸規程の整備） 

長期にわたる治療が必要な疾病を抱える労働者から申出があった場合に円滑

な対応ができるよう、あらかじめ労働協約・就業規則など諸規程の整備を求め、

団体交渉・労使協議を行う。 

なお、治療と職業生活の両立支援に際しては、労働時間に対する配慮だけでな

く、労働者本人の健康状態や業務遂行能力など幅広い要素を踏まえた就業上の措

置が必要である。 

そのため、労働協約・就業規則など諸規程の整備に際しては、下記の各項目を

内容に盛り込むよう求める。また、既に労働協約・就業規則など諸規程が整備さ

れている場合も、改めて下記の各項目が含まれているか確認する。 

参考－２ 
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【労働協約・就業規則など諸規程に盛り込むべき内容と留意点】 

①対象疾病：長期にわたる治療が必要な疾病を幅広く対象とする。 

（※対象となる疾病の例：がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、その他

難病、人工透析や不妊治療、精神疾患など。なお、精神疾患への対応

に際しては、下記の厚生労働省指針などを参考にする） 

・「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」 

（2014 年 7 月 6 日） 

・「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（2015 年 11 月 30 日） 

②対象者：正社員・正職員、パート、派遣、契約、嘱託など雇用・就業形態の

違いに関わらず、事業場で雇用されるすべての労働者を対象とする。 

（※「期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止」を定めた労

働契約法第 20 条なども参考にする） 

③配慮措置：就業上の措置や治療に対する配慮、多様な休暇制度や勤務制度な

どについて、画一的な内容ではなく、個々人ごとで大きく異なる労働者本人

の状況に対応できる柔軟なものとする。また、労働者本人の状況など必要に

応じて労働組合も関与し、柔軟に見直すものとする。 

（※就業上の措置や治療に対する配慮の例：就業場所の変更、作業の転換、

労働時間の短縮、深夜業の回数減少など） 

（※休暇制度の例：時間単位の年次有給休暇、年次有給休暇とは別枠で取

得できる傷病休暇・病気休暇など） 

（※勤務制度の例：時差出勤制度、短時間勤務制度、在宅勤務制度、試し

勤務制度など） 

④役割分担と連携体制：両立支援に携わる関係者（労働者本人、人事労務担当

者、主治医、産業医、保健師や看護師などの産業保健スタッフ、労働組合、

上司・同僚など）の役割分担と連携方法、相談窓口を明確化する。 

⑤個人情報保護：両立支援を行う上で、症状・治療の状況など疾病に関する労

働者の個人情報を厳重に取り扱うことができるよう、情報漏洩防止対策も含

めた情報管理体制を整備する。その際、労働安全衛生法にもとづく定期健康

診断で把握した場合を除き、事業者は労働者本人の同意なしに疾病に関する

労働者の個人情報を取得してはならないことや、疾病に関する労働者の個人

情報を取り扱う担当者と取り扱われる個人情報の範囲を明確化する。 

（※なお、就業上の措置など必要に応じて、労働者本人の同意を得た上で、

疾病に関する労働者の個人情報が両立支援に携わる関係者間で共有

されることや、その際に個人情報を共有する関係者の範囲と共有され

る個人情報の範囲も明確化する） 

⑥書式整備：両立支援の手続に際して使用される書類の様式を整備する。 

（※書類の様式例は「ガイドライン」参照） 

⑦研修・周知など：すべての労働者（管理職も含む）が当事者やその上司・同

僚などとなり得ることから、すべての労働者（管理職も含む）に対し、両立

支援に関する意識啓発に向けた研修や制度・手続に関する周知を定期的に行

う。 

（※周知に際しては、労働者の申出から両立支援、職場復帰までの一連の

手順をフローチャートなどで示すほか、労働者・事業者が利用可能な

両立支援に関する支援制度、事業場の近くにあるなど労働者・事業者
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利用可能な両立支援に関する支援機関を明示する） 

その上で、事業者任せではなく、労働組合独自でも労働協約・就業規則など諸

規程や制度・手続などに関する周知や研修などを行うことや労働者が申出をしや

すい環境づくりに努める。 

２．労働者から両立支援の申出があった場合の具体的な対応 

（１）労働者が休業する必要のない場合…「両立支援プラン」の策定 

事業者が主治医や産業医などの意見を勘案した結果、労働者が治療しながら

の就業継続が可能と判断した場合、事業者が「就業上の措置及び治療に対する

配慮の内容・実施時期等を検討・決定し、実施」するものである「両立支援プ

ラン」を策定すること、および「両立支援プラン」は労働者本人の状況など必

要に応じて労働組合も関与し、柔軟に見直すことを労働協約・就業規則など諸

規程において定める。 

なお、「両立支援プラン」には、下記①～③の事項を盛り込む。 

① 治療・投薬などの状況および今後の治療・通院の予定 

② 就業上の措置および治療に対する配慮の具体的内容および実施時 

期・期間 

③ フォローアップの方法とスケジュール（主治医、産業医、保健師や看 

護師などの産業保健スタッフ、人事労務担当者による、あらかじめ定 

めた方法での連絡や面談・相談、状況や治療の経過・今後の見込みな 

どの確認、利用可能な支援制度の情報提供など） 

（※フォローアップについては、労働者本人の意向も踏まえ、労働組合独 

自でも行うことが望ましい） 

（２）労働者が休業する必要のある場合 

事業者が主治医や産業医などの意見を勘案した結果、労働者の長期の休業が

必要と判断した場合、事業者が下記の手順に則った対応を取るよう労働協約・

就業規則など諸規程において定める。 

（ⅰ）休業開始前の説明・情報提供 

事業者は労働者に対し、休業に関する制度（休業から職場復帰までの

手順や手続、休業可能期間、休業期間中の賃金の取り扱いなど）につい

て説明・情報提供を行う。 

↓

（ⅱ）休業期間中のフォローアップ 

事業者は休業中の労働者に対し、フォローアップ（あらかじめ定めた

方法での連絡や面談・相談、状況や治療の経過・今後の見込みなどの確

認、利用可能な支援制度の情報提供など）を行う。 

↓

（ⅲ）職場復帰の可否判断 

労働者の疾病が回復した場合、事業者は、労働者本人を通じて収集し

た主治医の意見、産業医の意見、労働者本人の意向、復帰予定の部署の

意見などを総合的に勘案し、職場復帰の可否を判断する。 

↓
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（ⅳ）「職場復帰支援プラン」の策定 

上記（ⅲ）で職場復帰が可能と判断された場合、事業者が「労働者が

職場復帰するまでの計画」である「職場復帰支援プラン」を策定するこ

と、および「職場復帰支援プラン」は労働者本人の状況など必要に応じ

て労働組合も関与し、柔軟に見直すことを労働協約・就業規則など諸規

程において定める。 

なお、「職場復帰支援プラン」には、下記①～④の事項を盛り込む。 

① 治療・投薬などの状況および今後の治療・通院の予定 

② 就業上の措置および治療に対する配慮の具体的内容および実 

施時期・期間 

③ フォローアップの方法とスケジュール（主治医、産業医、保健 

師や看護師などの産業保健スタッフ、人事労務担当者による、 

あらかじめ定めた方法での連絡や面談・相談、状況や治療の経 

過・今後の見込みなどの確認、利用可能な支援制度の情報提供 

など） 

（※フォローアップについては、労働者本人の意向も踏まえ、 

労働組合独自でも行うことが望ましい） 

④ 職場復帰予定日 

（※④の「職場復帰予定日」以外は両立支援プランと同じ） 

【両立支援、休業・職場復帰に際しての留意点】 

① 両立支援、休業・職場復帰を判断する上で必要な労働者の情報を事業者が

収集するにあたり、労働者本人の同意を得ること。 

② 疾病を理由として安易に就業を禁止したり休業させるのではなく、就業上

の措置（就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数減少

など）を講ずることで、できるだけ就業の機会を失わないようにすること。 

③ 休業する労働者に対し、事業者は休業に関する情報（休業から職場復帰ま

での手順や手続、休業可能期間、休業期間中の賃金の取り扱いなど）を都度

十分に提供すること。 
（※私傷病による休職制度について、連合「諸手当調査・福利厚生動向調査」（2013

年 6 月、労働組合調査）によると「私傷病休職制度」が導入されているのは主

要 245 組合で 91.8％、登録 512 組合で 84.2％。 

一方、労働政策研究・研修機構「メンタルヘルス、私傷病などの治療と職業 

生活の両立支援に関する調査」（2012 年 11 月、企業調査）によると「通常の年 

次有給休暇以外で、連続して 1ヵ月以上、従業員が私傷病時に利用できる休暇・ 

休職・休業する制度」がある企業は 91.9％（慣行を含む）で、そのうち就業規 

則などで「規定されている」企業は 77.7％、「規定されていない」企業は 9.7％。 

また、休職期間の上限は「6ヵ月超から 1年未満まで」が 22.3％、「1年超か 

ら 1年 6ヵ月まで」が 17.2％であり、「1年 6ヵ月超（「1年 6ヵ月超から 2年ま 

で」「2年超から 2年 6ヵ月まで」「2年 6ヵ月超から 3年まで」「3年超」の合計）」 

は 26.1％。「上限なし」は 4.5％）

④ 負荷がかかる周囲の者（上司・同僚など）に対し、事業者は必要な範囲に

限定した上で疾病に関する労働者の情報を都度開示して理解を得るととも

に、過度の負担がかからないようにすること。 

⑤ 休業中の労働者に対し、休業期間中のフォローアップ（あらかじめ定めた

方法での連絡や面談・相談、状況や治療の経過・今後の見込みなどの確認、
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利用可能な支援制度の情報提供など）を行うこと。 

⑥ 職場復帰の可否判断に際し、主治医は職場復帰を可能とする一方、産業医

や事業者は職場復帰を不可とするなど、意見の相違があった場合、労働組合

として労働者本人の意向を十分に確認して対応すること。 

（３）その他、特殊な場合の対応 

下記（ⅰ）～（ⅲ）のいずれにおいても、事業者がそれぞれ下記に記載の手

順に則った対応を取るよう、労働協約・就業規則など諸規程において定める。 

（ⅰ）労働者の職場復帰後も治療後の経過が悪い場合（※病状の悪化によって、

労働者の業務遂行や両立支援が困難になる場合もあり得るため） 

① 事業者は労働者本人の意向も考慮しつつ、主治医や産業医など医師

の意見を求める。 

② 治療や症状の経過に沿って、就業継続の可否を慎重に判断する。 

③ 主治医や産業医などの医師が就業継続は困難と判断した場合、事業

者は就業禁止の措置を取る必要がある。 

（ⅱ）障がいが残る場合 

① 事業者は就業上の措置について、主治医や産業医など医師の意見を

求める。 

② 労働者本人の了解が得られるよう努める。 

③ 事業者は就業上の措置を取る。 

④ 就業上の措置について、定期的なフォローや必要に応じて見直しを

行う。 

（ⅲ）労働者の職場復帰後に疾病が再発した場合 

① 事業者は労働者本人の状況に合わせた対応を改めて検討する。 

（なお、両立支援に際しては、疾病が再発することもあらかじめ念

頭に置いた対応を取る） 

Ⅳ．連合本部の取り組み 

連合本部は、構成組織・単組の取り組みの参考となるよう、リーフレットを作成・

配布する。また、連合「第 9回『安全衛生に関する調査』」（2017 年実施）を通じて

職場段階における状況と課題を把握し、連合「（第 5 次）労働安全衛生取り組み指

針」（2018～2022 年度）に活用するほか、労働政策審議会などにおける政策提言・

意見反映に努める。 

以 上 
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【参考資料】両立支援の基本的な手順 

資料出所：厚生労働省 


